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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期

第３四半期連結
累計期間 

第54期
第３四半期連結

累計期間 

第53期
第３四半期連結

会計期間 

第54期 
第３四半期連結 

会計期間 
第53期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  155,599  135,585  52,403  46,100  211,086

経常利益（百万円）  6,632  6,058  2,551  2,265  10,083

四半期（当期）純利益（百万円）  3,460  3,610  1,428  1,315  5,275

純資産額（百万円） － －  68,320  71,335  69,919

総資産額（百万円） － －  126,344  126,549  131,912

１株当たり純資産額（円） － －  1,249.06  1,307.66  1,281.60

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 63.45  66.19  26.20  24.11  96.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  53.92  56.36  52.99

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,498  2,510 － －  9,984

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,907  △2,876 － －  △3,823

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,569  △2,348 － －  △2,622

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  17,858  20,632  23,346

従業員数（人） － －  6,532  6,441  6,465
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 （注）  従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は（ ）内に当第３四

半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、当該臨時雇用者数には、当社グループ内の派

遣社員を含んでおります。 

（注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数

で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 6,441（2,580）  

(2）提出会社の状況 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5,813（2,388） 
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(1）生産実績 

 当社グループの事業内容は、主としてコンピュータシステム、通信システム及びネットワークシステムの設置、

メンテナンス、運用管理並びにシステムに関連する付属部品・周辺機器等の販売であり、事業全体に占める生産活

動は僅かであるため、生産実績については、記載しておりません。 

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

 （％） 
受注残高 

（百万円） 
前年同四半期比

（％）  

プロアクティブ・メンテナンス事業  23,813  93.5  15,209  104.1

フィールディング・ソリューション事業  23,417  88.9  13,971  99.7

合計  47,231  91.2  29,181  101.9

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

前年同四半期比（％）

プロアクティブ・メンテナンス事業 

（百万円） 
 24,129  94.2

フィールディング・ソリューション事業

（百万円） 
 21,970  82.0

合計（百万円）  46,100  88.0

相手先 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本電気株式会社    28,437  54.3  26,584  57.7

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況  

 当第３四半期連結会計期間の連結業績（売上高・経常利益） 

                                       （金額単位：百万円） 

（経常利益におけるパーセント表示は、売上高経常利益率）  

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国内外での経済対策の効果により、外需ではアジア圏を中心に

持ち直しの動きが見られたものの、内需では緩やかなデフレの局面を迎え依然厳しい状況となりました。 

 当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においても、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）

施行に伴う内部統制強化に関連したセキュリティ・コンプライアンス対応や一部のアウトソーシングなどの分野で需

要は継続しましたが、企業収益の悪化を背景としたＩＴ設備投資の抑制や規模縮小などに加え、顧客ニーズの多様化

とコモディティ化による企業間価格競争がさらに激しくなったことにより、当社グループを取り巻く環境は一層厳し

さを増しました。 

 このような環境の中、当社グループはＣＳ（Customer Satisfaction：お客さま満足度）とＣＳＲ（Corporate 

Social Responsibility：企業の社会的責任）を経営の基軸とした事業運営を実践するとともに、継続した費用構造

改革をさらに推進することで堅実な成長の実現に向けた活動を積極的に展開してまいりました。 

 当第３四半期連結会計期間における売上高は、461億円（前年同期比12.0%減）となりました。これは、景気回復の

遅れによる需要の減少が継続したことにより、システム展開サービスやサプライサービスから比較的景況に左右され

にくい保守サービスや運用サポートサービスにまで影響が及び減収となったことによるものです。 

 経常利益は、22億65百万円（前年同期比11.2%減）となりました。これは、保守サービスでの減収を原価低減活動

の効果で吸収し、さらに徹底した経費節減による全社共通費の改善など増益要因はありましたが、システム展開サー

ビスやサプライサービスおよび運用サポートサービスでの減収に伴う減益と利益率の悪化が影響し、減益となったこ

とによるものです。 

 当第３四半期連結会計期間における主な活動状況とトピックスは以下の通りです。 

＜ＣＳＲ活動＞ 

① 情報開示活動に対する外部機関の評価 

 ・日興アイ・アール株式会社による「全上場企業ホームページ充実度ランキング調査」において、最優秀サイトに

  4年連続で選出されました。 

② 文化支援活動および地域社会貢献活動への積極的な取り組み 

 ・文化支援を通じた社会貢献活動として、世界遺産の保全と活用への取り組みを日本各地で展開する「世界遺産劇

  場（第十二幕：厳島神社）」と関連イベントである「第二回世界遺産大學」（注1）に継続して協賛しました。 

＜成長に向けた活動＞ 

① 新サービスの投入 

 ・NECのデータセンターを活用したSaaS型サービス（注2）の形態で、オフィス内のパソコンの消費電力によるCO2 

  排出の“見える化”や自動制御を行い、利用状況を一元管理できる省エネオフィスサービス「エネパル（TM） 

  PC」をリリースしました。 

 ・サーバ仮想化（注3）を実現するために必要な機器、および各種セットアップ作業に加え、運用開始から3年間の

  リモートによる監視サービスと保守サービスを一括して提供する「サーバ仮想化ソリューションパック（Hyper-

  V（注4）モデル）」を商品化しました。 

 ・日本ヒューレット・パッカード社製ネットワ－ク機器（ProCurve）（注5）のハードウェア保守サービスをパッ 

  ケージ化した「HP ProCurve SupportPack」をリリースしました。 

 ・AED（注6）の所在アピールや認知度向上および顧客サービス向上を目的としデジタルサイネージ（電子看板）を

  装備した「AEDマウントラック」をリリースしました。 

（注1）世界遺産大學とは、「日本の有形・無形の世界遺産の魅力を、著名な講師陣により紹介する特別講座」で 

    す。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高  52,403         46,100         △6,302 ％△12.0

経常利益        2,551 ％ 4.9    2,265 ％ 4.9        △286 ％△11.2
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（注2）SaaS型サービスとは、Software as a Service（ソフトウェア アズ ア サービス）の略で、ソフトウェアを 

       ユーザー側に導入するのではなく、ベンダ（プロバイダ）側で稼働し、ソフトウェアの機能をユーザーがネ 

       ットワーク経由で利用するサービスです。 

（注3）サーバ仮想化とは、一つの物理サーバ上に複数のサーバを動作させる技術のことです。複数のサーバを仮想 

       化し、物理サーバを減らすことで、機器の費用、ランニングコストの低減に繋がります。また、同じ物理サ 

       ーバ上の仮想サーバ間ではリソース（CPU, Memory, Disk）を融通しあうことも可能です。 

（注4）Hyper-Vとは、Microsoftが提供している、サーバ仮想化を行うための機能の名称で、「Windows ハイパーバ 

       イザ」と呼ばれる仮想化技術をベースとして実現されています。 

（注5）ProCurveとは、日本ヒューレット・パッカード株式会社が提供するLANネットワーク向けのスイッチ製品群の

       総称です。 

（注6）AEDとは、心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、必要に応じて電気的なショック（除細動）を与え、心

       臓の働きを戻すことを試みる医療機器のことです。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

[プロアクティブ・メンテナンス事業] 

                                        （金額単位：百万円） 

（営業利益におけるパーセント表示は、売上高営業利益率） 

 売上高については、ＩＴベンダ各社との協業やソフトサポートといった注力領域と自主契約促進活動や販売店連携

強化などによる一部の既存領域での増収はありましたが、景気回復の遅れによるＩＴ設備投資の抑制に加え、ビジネ

ス未契約保守件数の減少などの影響により既存領域が減収し、241億29百万円（前年同期比5.8%減）となりました。 

営業利益については、売上高が減少する中、保守作業の効率化推進を加速したことに加え、継続して取り組んでい

る生産革新活動を中心とした保守部材費および機材関連費用の低減活動の効果により、40億36百万円（前年同期比

0.6%増）となりました。 

[フィールディング・ソリューション事業] 

                                             （金額単位：百万円） 

（営業利益におけるパーセント表示は、売上高営業利益率） 

 売上高については、注力しているインターネットショッピング「い～るでぃんぐ」での増収はありましたが、景気

回復の遅れによる需要の減少が継続したことで、システム展開サービスやサプライサービス、セキュリティ／ＶｏＩ

Ｐでの減収に加え、お客さまの内製化促進による運用サポートサービスやヘルプデスクサービスでの減収により、

219億70百万円（前年同期比18.0%減）となりました。 

 営業利益については、需要の減少による売上高の減少がシステム展開サービスやサプライサービスから運用サポー

トサービスやヘルプデスクサービスにまで影響が及んだことで減収に伴う減益と利益率の悪化が影響し、2億78百万

円（前年同期比70.8%減）となりました。 

  

（注：営業利益は、プロアクティブ・メンテナンス事業及びフィールディング・ソリューション事業ともに、当社の

総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。） 

  

  前第３半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高  25,601    24,129    △1,472 ％△5.8

営業利益  4,011 ％ 15.7  4,036 ％ 16.7  24 ％0.6

  前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高  26,801    21,970    △4,830 ％△18.0

営業利益  952 ％ 3.6  278 ％ 1.3  △674 ％△70.8
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(2）財政状態及びキャッシュ・フローの状況 

  当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,265億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ53億63百万円

減少しました。これは主に、仕掛品が23億30百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が62億20百万円減少した

ことによるものであります。 

  負債は552億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ67億79百万円減少しました。これは主に、支払手形及び

買掛金が45億14百万円、賞与引当金が25億98百万円減少したことによるものであります。 

  純資産は713億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億16百万円増加しました。これは主に、利益配当に

より利益剰余金が21億81百万円減少したものの、四半期純利益36億10百万円を計上したことによるものでありま

す。 

  以上の結果、自己資本比率は56.4％となり、前連結会計年度末に比べ3.4ポイントの増加となりました。 

  また、当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の営業活動により減少した資金は1億62百万円（前第３四半期連結会計期間は92百万

円の資金増加）となりました。これは主に、前第３四半期連結会計期間に比べ、税金等調整前四半期純利益が2億

86百万円減少したことや、当中間期の増益に伴い、法人税等の支払額が1億93百万円増加したことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の投資活動により減少した資金は9億60百万円となり、前第３四半期連結会計期間に

比べ87百万円増加しました。主な支出の内容は、社内ＩＴシステム開発に伴う無形固定資産の取得7億14百万円や

有形固定資産の取得5億43百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の財務活動により減少した資金は11億45百万円となり、前第３四半期連結会計期間に

比べ6百万円減少しました。主な支出の内容は、配当金の支払額10億84百万円であります。 

  以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は206億32百万円となり、前連結

会計年度末に比べ27億13百万円減少しましたが、前第３四半期連結会計期間末との比較では27億74百万円の増加と

なりました。 

  

(3）対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は6百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  188,560,000

計  188,560,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 

（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年２月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  54,540,000  54,540,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数

は、100株であ

ります。 

計  54,540,000  54,540,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 －  54,540,000  －  9,670  －  10,161

（５）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、同日時点の株主名簿の記載内容を確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

   

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  54,538,200  545,382 － 

単元未満株式 普通株式      1,300 － － 

発行済株式総数  54,540,000 － － 

総株主の議決権 －  545,382 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社  

東京都港区三田一

丁目４番28号  
 500  －  500  0.00

計 －  500  －  500  0.00

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,105  1,150  1,334  1,377  1,504  1,490  1,415  1,386  1,336

最低（円）  980  1,026  1,109  1,253  1,268  1,330  1,241  1,131  1,158

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人

による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,229 7,646

関係会社預け金 ※2  15,402 ※2  15,700

受取手形及び売掛金 ※3  36,442 42,663

有価証券 － 490

商品及び製品 2,757 2,411

仕掛品 3,251 921

原材料及び貯蔵品 20,737 21,117

その他 9,577 9,074

貸倒引当金 △52 △64

流動資産合計 93,348 99,960

固定資産   

有形固定資産 ※1  4,954 ※1  4,463

無形固定資産   

のれん 495 643

その他 7,376 6,777

無形固定資産合計 7,871 7,421

投資その他の資産   

前払年金費用 12,801 12,695

その他 7,978 7,768

貸倒引当金 △405 △396

投資その他の資産合計 20,374 20,067

固定資産合計 33,200 31,952

資産合計 126,549 131,912

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  18,787 23,301

未払法人税等 1,003 3,037

賞与引当金 2,651 5,250

役員賞与引当金 10 21

ポイント引当金 2 12

その他 15,419 14,124

流動負債合計 37,874 45,748

固定負債   

退職給付引当金 16,335 15,256

その他 1,003 988

固定負債合計 17,338 16,244

負債合計 55,213 61,993
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金 10,161 10,161

利益剰余金 51,604 50,176

自己株式 △0 △0

株主資本合計 71,435 70,006

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △98 △91

為替換算調整勘定 △17 △17

評価・換算差額等合計 △115 △108

少数株主持分 16 21

純資産合計 71,335 69,919

負債純資産合計 126,549 131,912
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 155,599 135,585

売上原価 129,999 111,188

売上総利益 25,600 24,396

販売費及び一般管理費 ※1  19,237 ※1  18,276

営業利益 6,362 6,120

営業外収益   

受取利息 71 58

受取配当金 1 0

保険配当金 160 133

その他 209 160

営業外収益合計 442 353

営業外費用   

支払利息 7 15

未払消費税等修正損 46 －

事務所移転費用 － 196

事業統合費用 63 154

その他 55 49

営業外費用合計 173 415

経常利益 6,632 6,058

特別損失   

たな卸資産評価損 272 －

事業整理損 ※2  208 －

特別損失合計 481 －

税金等調整前四半期純利益 6,151 6,058

法人税等 ※3  2,649 ※3  2,453

少数株主利益又は少数株主損失（△） 41 △5

四半期純利益 3,460 3,610
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 52,403 46,100

売上原価 43,389 37,784

売上総利益 9,013 8,315

販売費及び一般管理費 ※1  6,432 ※1  6,102

営業利益 2,581 2,213

営業外収益   

受取利息 28 18

受取配当金 0 －

受取保険金 － 30

その他 28 32

営業外収益合計 56 80

営業外費用   

支払利息 4 5

固定資産廃棄損 － 7

事業統合費用 47 15

その他 34 0

営業外費用合計 86 28

経常利益 2,551 2,265

税金等調整前四半期純利益 2,551 2,265

法人税等 ※2  1,112 ※2  952

少数株主利益又は少数株主損失（△） 10 △2

四半期純利益 1,428 1,315
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,151 6,058

減価償却費 1,591 1,641

のれん償却額 91 148

たな卸資産評価損 272 －

有価証券償還損益（△は益） △11 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,639 △2,598

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14 △11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △95 1,078

ポイント引当金の増減額（△は減少） 9 △9

受取利息及び受取配当金 △72 △59

支払利息 7 15

有形固定資産廃棄損 18 89

有形固定資産売却損益（△は益） 0 －

無形固定資産廃棄損 0 0

事業整理損失 208 －

ゴルフ会員権評価損 2 －

売上債権の増減額（△は増加） 7,552 6,220

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,456 △2,297

前払年金費用の増減額（△は増加） △1,159 △105

その他の資産の増減額（△は増加） △696 △397

仕入債務の増減額（△は減少） △5,802 △4,548

未払費用の増減額（△は減少） 694 405

未払事業税の増減額（△は減少） 60 57

未払消費税等の増減額（△は減少） 310 △216

前受金の増減額（△は減少） 1,674 1,064

その他の負債の増減額（△は減少） 800 605

小計 7,528 7,138

利息及び配当金の受取額 69 60

利息の支払額 △7 △15

事業整理による支出 △139 －

法人税等の支払額 △3,953 △4,671

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,498 2,510
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 11 500

有形固定資産の取得による支出 △234 △790

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △2,621 △2,374

その他 △62 △212

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,907 △2,876

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 －

リース債務の返済による支出 △75 △173

配当金の支払額 △2,454 △2,174

少数株主への配当金の支払額 △39 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,569 △2,348

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,983 △2,713

現金及び現金同等物の期首残高 19,815 23,346

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 26 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  17,858 ※  20,632
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更  

 前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりましたＮＥＣインフロンテ

ィアシステムサービス㈱は、平成21年４月１日付けで、当社による吸収合

併により消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除い

ております。 

  変更後の連結子会社の数 ５社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

  請負工事高に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会

計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当

第３四半期連結会計期間末までの進捗部分についての成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は216百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ40百万円

増加しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 ①前第３四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「前払年金

費用」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第３四半期連結会計期間の投資その他の資産の「その他」に含まれる「前払年金費用」は12,396百万円であ

ります。 

 ②「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）の適用に伴い、前第３四半期連結会計期間において、「商品」「製品」「半製品」として掲記され

ていたものは、当第３四半期連結会計期間は「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第３四半期

連結会計期間に含まれる「商品」「製品」「半製品」は、それぞれ1,864百万円、13百万円、880百万円でありま

す。 

（四半期連結損益計算書） 

 ①前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は1百万円であります。 

 ②前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産廃棄

損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。

なお、前第３四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「固定資産廃棄損」は14百万円でありま

す。  

2010/02/10 14:14:5509618137_第３四半期報告書_20100210141428

- 17 -



  

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．一般債権（経営状態に重大な問題が

生じていない債務者に対する債権）の

貸倒見積高の算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的

な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  一部の子会社では、固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを

考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間

按分して算定しております。 

 なお、定率法を採用している会社については、年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。 

３．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し第２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な

方法により算定しております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価を切下げております。 

４．原価差異の配賦方法  予定価格等あるいは標準原価を適用しているために生じた原価差異につい

ては、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年度決算と比較して簡

便的に実施しております。 

５．経過勘定項目の算定方法  一部の費用については、合理的な算定方法により概算額で計上しておりま

す。 

６．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末決

算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを使用してお

ります。 

７．連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去 

 連結会社相互間の取引の相殺消去に関しては、一定の合理的な方法により

実施しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額 

6,645百万円 

 ※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額 

6,438百万円 

※２ 「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金

効率向上をはかるための資金集中管理システムの当

四半期連結会計期間末残高であります。     

※２ 「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金

効率向上をはかるための資金集中管理システムの当

連結会計年度末残高であります。     

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、当第３四半期連結会計期間末残高に

含まれております。  

 ３       ────── 

受取手形 259百万円

支払手形 163百万円

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 9,542百万円

(2）賞与引当金繰入額 620  

(3）退職給付引当金繰入額 341  

(4）貸倒引当金繰入額 111  

(5）役員賞与引当金繰入額 10  

(6）ポイント引当金繰入額 9  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 9,346百万円

(2）賞与引当金繰入額 594  

(3）退職給付費用 568  

※２ 光メディアのプレス生産業務の終結に伴う設備除却

費用等であります。 

 ２        ────── 

※３ 当四半期連結累計期間における税金費用について

は、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税

等」に含めて表示しております。 

※３          同左 
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前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 2,676百万円

(2）賞与引当金繰入額 620  

(3）退職給付引当金繰入額 122  

(4）貸倒引当金繰入額 41  

(5）役員賞与引当金繰入額 10  

(6）ポイント引当金繰入額 9  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 2,699百万円

(2）賞与引当金繰入額 594  

(3）退職給付費用 193  

※２ 当四半期連結会計期間における税金費用について

は、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税

等」に含めて表示しております。 

※２          同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （平成20年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 5,858  

関係会社預け金勘定 12,000  

現金及び現金同等物 17,858  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （平成21年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 5,229  

関係会社預け金勘定 15,402  

現金及び現金同等物 20,632  
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 ２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係）

普通株式  54,540,000株 

普通株式  528株 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月29日 

取締役会 
普通株式 1,090 20  平成21年３月31日  平成21年６月９日 利益剰余金 

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式 1,090 20  平成21年９月30日  平成21年12月３日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  25,601  26,801  52,403  －  52,403

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 3  －  3  (3)  －

計  25,605  26,801  52,407  (3)  52,403

営業利益  4,011  952  4,963  (2,382)  2,581

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  24,129  21,970  46,100  －  46,100

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 0  －  0  (0)  －

計  24,129  21,970  46,100  (0)  46,100

営業利益  4,036  278  4,314  (2,100)  2,213

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  76,640  78,959  155,599  －  155,599

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 11  －  11  (11)  －

計  76,652  78,959  155,611  (11)  155,599

営業利益  11,115  1,955  13,070  (6,708)  6,362
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当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、サービスの系列、市場の類似性等を考慮しております。 

２．各区分に属する主要品目 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．会計方針の変更及び会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

(1)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(2)に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間において、プロアクティ

ブ・メンテナンス事業で営業利益が４百万円増加し、フィールディング・ソリューション事業で営業利益が

６百万円増加しております。  

(2)リース取引に関する会計基準の適用 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(3)に記載のとおり、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになった

ことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間において、プロアクティ

ブ・メンテナンス事業で営業利益が２百万円増加し、フィールディング・ソリューション事業で営業利益が

０百万円増加しております。 

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  73,497  62,087  135,585  －  135,585

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 0  －  0  (0)  －

計  73,497  62,087  135,585  (0)  135,585

営業利益  11,529  798  12,327  (6,207)  6,120

事業区分 主要品目 

プロアクティブ・メンテナンス事業 保守サービス 

フィールディング・ソリューション事業 
システム展開サービス、サプライサービス、 

運用サポートサービス 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額（百万円） 主な内容 

前第３四半期連

結会計期間 

当第３四半期連

結会計期間 

前第３四半期連

結累計期間 

当第３四半期連

結累計期間 
当社の総務部門・経理部門等の

一般管理部門に係る費用であり

ます。 
 2,382  2,100  6,708  6,207
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当第３四半期連結累計期間 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、請負工事高に

係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間

に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分についての成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、フィールディング・ソリューション事業で売上高が

216百万円増加し、営業利益が40百万円増加しております。   

 前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 

至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

   

 前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 

至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,307.66円 １株当たり純資産額 1,281.60円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり四半期純利益金額 63.45円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり四半期純利益金額 66.19円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  3,460  3,610

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  3,460  3,610

期中平均株式数（株）  54,539,483  54,539,472

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり四半期純利益金額 26.20円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり四半期純利益金額 24.11円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  1,428  1,315

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,428  1,315

期中平均株式数（株）  54,539,472  54,539,472

（重要な後発事象）
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 平成21年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,090百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月３日 

 （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月10日

ＮＥＣフィールディング株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣフィール

ディング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣフィールディング株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月８日

ＮＥＣフィールディング株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣフィール

ディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣフィールディング株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

2010/02/10 14:14:5509618137_第３四半期報告書_20100210141428


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【ライツプランの内容】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



